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Abstract
This paper prepares for the new social needs asked from university education in recent years, 
and it’s considered how the effort obligation imposed on a private university based on a way of 
thinking of“reasonable accommodation”in university education is being executed.　First FD/SD 
about support for students with disabilities was put into effect and a questionnaire survey was 
done about the current state of faculty member awareness and correspondence to support for students 
with disabilities on campus.　As a result, the faculty member who has concerned“Student who 
needs accommodation”out of １５１ respondents was １２２（８１％）, and １０４ faculty member who answered
“They had felt difficult in case of correspondence and a judgement.”came（８５％）soon.　It’s based 
on such result, it’s considered about current of the services and problem of disabilities student support 
on campus.
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要　旨
近年大学教育に求められている新たな社会的ニーズに備え、大学教育における「合理的配慮」という
考え方の基に私立大学に課せられた努力義務をどのように遂行していくのかについて考察する。まず、
学内の障害学生支援に対する教職員の意識・対応の現状においては、障害学生支援に関する FD・SD を
実施後のアンケート調査の結果より、回答者１５１名中「配慮が必要な学生」と関わったことがある教職
員は１２２名（８１％）であり、その内「対応と判断の際に難しいと感じたことがある」と回答した教職員
が１０４名（８５％）であった。このような結果を踏まえて本学の障害学生支援の取り組みの現状と課題に
ついて考察する。
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Ⅰ．は じ め に
１．研究の目的及び背景
近年、大学等の高等教育機関（以下、大学等）
における障害学生支援に対する社会的ニーズが
高まっている。障害学生の修学に関する支援に
おいては、発達障害者支援法が２００５年に施行さ
れたことにより「大学及び高等専門学校は、発
達障害者の障害の状況に応じ、適切な教育上の
配慮を有するものとする」と定められることで、
発達障害のある学生への教育的な配慮と支援に
ついて注目されるようになった。さらに、２００６
年には国連総会で「障害者の権利に関する条約」
（以下、障害者権利条約）が採択され、日本も２００７
年には署名し、２００８年５月より条約発効となっ
た。障害者権利条約の第２４条の教育においては、
「締約国は、教育についての障害者の権利を認
める。締約国は、この権利を差別なしに、かつ、
機会の均等を基礎として実現するため、障害者
を包容するあらゆる段階の教育制度及び生涯学
習を確保する。」と示されており、第２条の定
義において、「合理的配慮とは、障害者が他の
者との平等を基礎として全ての人権及び基本的
自由を享有し、又は行使することを確保するた
めの必要かつ適当な変更及び調整であって、特
定の場合において必要とされるものであり、か
つ、均衡を失した又は過度の負担を課さないも
のをいう。」と定義されている。この、「障害者
権利条約」の締結に向けた日本国内法の法整備
として、２０１１年に「障害者基本法」が改正され、
「合理的配慮」の定義が示された。２０１２年には
文部科学省においても「障がいのある学生の修
学支援に関する検討会報告（第１次まとめ）」
を公開し、大学等における障害のある学生への
「合理的配慮」の考え方を示している。このよ
うな経過を辿って、今年（２０１６年）４月に「障
害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」
（以下、障害者差別解消法）が施行され、大学
等においては「障害者差別解消法」に基づいた
障害者への差別的取扱いの禁止と合理的配慮の
提供が実施できる体制の構築が求められるよう
になり、障害学生支援に対する法律の意義が評
価されるといえよう。
一方、こうした背景には、大学等における障害
学生の修学の権利が保障するべきであるという
障害学生支援の意識が高まったことで、障害学
生の大学等への進学が増えてきたことがあげら
れる。２００６年から２０１５年までの日本学生支援機
構の調査結果から、全国の大学等における障害
学生在籍数の大幅な増加が明らかになっている。
特に、２０１４年度から２０１５年度の障害学生数の割
合の増加は０.４４％から０.６８％という結果となっ
ている。また、２０１４年度の日本学生支援機構の「大
学、短期大学及び高等専門学校における障害の
ある学生の修学支援に関する実態調査結果報告
書」によると、全国の大学等の１,１８５校のうち，
障害学生支援に対する専門委員会等を設置して
いる大学等は２３７校（２０.０％）と他の委員会が対
応しているのが６５２校（５５.０％）を合わせると組
織的な対応をしている大学等は全体の７５.０％に
なり、前回の調査より４.４％の増加した結果となっ
ている。障害学生の実態数の多さと法的根拠に
基づく大学等における障害学生の支援に取り組
む大学等は増えつつあることが伺える。
このような障害学生に対する支援の動向を踏
まえ、長崎国際大学における障害学生支援に対
する取り組みの現状と課題を改めて整理する必
要があると考えられる。そこで本稿では、障害
学生の支援に関連する法律、障害学生の実態数
の変化、障害学生修学支援の取り組みを整理し
ていく。さらに、２０１５年度長崎国際大学学長裁
量採択プロジェクト「大学における学生支援の
ための体制構築及び支援プログラム」の取り組
みを踏まえ、本学の障害学生支援とその体制の
あり方について言及し、今後の課題について考
察していく。
Ⅱ．方　　　法
１．研究の方法
障害学生支援のあり方について考えていく際
には、障害学生支援に関連する法律を整理し、障
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害学生の実態数を踏まえた修学支援体制の構築
を充実していくことが喫緊の課題であると考え
られる。従って、本稿においては、①障害学生支
援に関する施策の動向から、大学等に求められ
ている障害学生支援についてまとめ、②日本学
生支援機構のデータから、障害学生の増加と他
大学の対応を整理する。③本学の障害学生支援
の現状を支援体制、学生相談室利用データ、教職
員アンケートのデータから整理し、④本学の達
成地点を確認し、今後の課題を明らかにする。
２．倫理的配慮
本研究でのアンケート調査のデータに関して
は、倫理委員会にて承認を得たこと、調査対象
者には得られた結果を集団として解析を行うの
で、個人は特定できないことをあらかじめ説明
し、同意を得て調査を行った。
Ⅲ．結果及び考察
１．障害学生支援に関する施策の動向
日本における障害者施策としては、１９７０年に
議員立法として心身障害者対策基本法が成立し
た以降、その基本法の施策を具体的に拡大させ
るため、１９９３年に障害者基本法が議員立法とし
て制定された。曽和（２０１４）は、その障害者基本
法について障害者への「対策」を講じる基本法か
ら、障害者についての基本的な考え方を明確に
したものへと発展した法律であると述べ、パラ
ダイムの転換がなされた背景に「完全参加と平
等（full participation and equality；１９８１）」を
テーマとした国際障害者年（International Year 
of Disabled Persons）と１９８３年から１９９２年まで
の国年障害者の１０年（UN Decade of Disabled 
Persons）の取り組みを挙げている。これらの取
り組みにより、障害者基本法の条文においての
障害者の定義も改正されるに至った。さらに、国
連での障害者の権利条約の成立に向けた動きか
ら、２００４年の障害者差別の禁止規定を組み込ん
だ障害者基本法の改正が議員立法として成立す
ることになる。一方、障害学生への支援に関わる
法律としては、２００５年に施行された発達障害者
支援法において「大学及び高等専門学校は、発達
障害者の障害の状況に応じ、適切な教育上の配
慮を有するものとする」と定められ、大学等にお
いても発達障害のある学生への教育的な支援の
必要性が明示された。さらに、２００６年には学校教
育法の一部改正により、軽度発達障害児への支
援が義務教育段階で本格的に行われるようにな
り、翌年の２００７年には特別支援教育が学校教育
法に位置づけられるようになったことで、障害
のある幼児児童生徒の支援がすべての学校にお
いてさらに充実していくことになった。
このような、日本国内の障害者施策の動向に
は、２００６年に国連総会にて採択された障害者権
利条約が大きく影響している。その条文の第２４
条において、障害のある学生に対し、大学は障
害を理由に排除してはならないことと、障害学
生が入学した場合は、適切な教育上の合理的配
慮を提供し、その人格や才能などが可能な限り
発揮できような支援をすることが求められてい
る。また、２０１１年には「障害者基本法」が改正
となり、第２条の「障害者」定義の見直しが行
われ、「社会的障壁」が新たに定義された。従
来の障害者の社会参加の困難さの原因を個人の
機能障害ではなく、社会的障壁の方にあるとい
う考え方に基づくモデルである「障害の社会モ
デル」の考え方が採りいれられた。また、第３
条の「地域社会における共生等」では、障害者
の権利条約の意義を踏まえて、社会のインクルー
ジョンの実現を目指すための方向性と必要性が
明確に示されたと考えられる。さらに、第４条
の「差別の禁止」については、「何人も、障害
者に対して、障害を理由として、差別すること
その他の権利利益を侵害する行為をしてはなら
ない」、「社会的障壁の除去は、それを必要とし
ている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴
う負担が過重でないときは、それを怠ることに
よって前項の規定に違反することとならないよ
う、その実施について必要かつ合理的な配慮が
されなければならない」と明確に定められてお
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り、社会的障壁の除去に向けて「合理的な配慮」
が明示された。国連の障害者権利条約の基本的
考え方と一致させる形にはなったが、「合理的な
配慮」の定義の曖昧さが残されたと考えられる。
２０１３年には障害者基本法に基づき、障害者の
自立及び社会参加の支援等のための施策の最も
基本的な計画として「第３次障害者基本計画」
が閣議決定された。その中で、大学等における
支援の推進として「①大学等が提供する様々な
機会において、障害のある学生が障害のない学
生と平等に参加できるよう、授業等における情
報保障やコミュニケーション上の配慮、教科書・
教材に関する配慮等を促進するとともに、施設
のバリアフリー化を推進する」、「②大学入試セ
ンター試験において実施されている障害のある
受験者の配慮については、障害者一人一人のニー
ズに応じて、より柔軟な対応に努めるとともに、
高等学校及び大学関係者に対し、配慮の取組に
ついて、一層の周知を図る」、「③障害のある学
生の能力・適性、学習の成果等を適切に評価す
るため、大学等の入試や単位認定等の試験にお
ける適切な配慮の実施を促進する」、「④入試に
おける配慮の内容、施設のバリアフリー化の状
況、学生に対する支援内容・支援体制、障害の
ある学生の受入れ実績等に関する各大学等の情
報公開を促進する」、「⑤各大学等における相談
窓口の統一や支援担当部署の設置など、支援体
制の整備を促進するとともに、障害のある学生
への修学支援に関する先進的な取組を行う大学
等を支援し、大学等間や地域の地方公共団体、
高校及び特別支援学校等とのネットワーク形成
を促進する」、「⑥障害のある学生の支援につい
て理解促進・普及啓発を行うため、その基礎と
なる調査研究や様々な機会を通じた情報提供、
教職員に対する研修等の充実を図る」とした基
本的方向性が明確に定められている。
さらに、２０１４年より内閣府の障害者政策委員
会は大学等からヒアリングを得て基本方針につ
いての論議を行い、基本方針の案を策定した。
同年の１カ月間の期間を設けてパブリックコメ
ントを実施し、その結果を踏まえて２０１５年２月
に基本方針が閣議決定された。その基本方針に
盛り込む事項（法第６条第２項）を踏まえて、
「文部科学省事業分野における障害を理由とす
る差別の解消の推進に関する対応方針」が告示
された。
２．障害者差別解消法について
障害者差別解消法の施行の経緯を踏まえ、本
法律で対象としている「障害者」の定義と大学
等においての支援の対象になる障害学生との整
合性を整理する必要があると考えられる。まず、
障害者差別解消法での対象となる「障害者」の
定義においては、「障害者基本法」に規定する
「障害者」の定義とその基本的な考え方は一致
している。障害者基本法第２条第１号には、「身
体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）
その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称
する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁
により継続的に日常生活又は社会生活に相当な
制限を受ける状態にあるものをいう。」としてい
る。従って、大学等における障害学生支援の対象
になる学生は、いわゆる障害者手帳の所持者に
限らないことになる。これについては文部科学
省の「対応指針第１条第２号」に明文化されて
いることから、大学での修学に関する困難を抱
えている学生をその対象とすることになる。
次に、大学等における地方公共団体及び国立
大学法人と私立大学の学校法人における、「不
当な差別的取扱い」及び「合理的配慮」に関す
る障害者差別解消法による義務と努力義務の考
え方について述べていく。障害者差別解消法に
ついて２０１２年に内閣府障害者政策委員会差別禁
止部会の意見として、障害者権利条約及び諸外
国の立法例を参考にして、この分野で禁止され
ているあらゆる形態の差別について「直接差別」、
「間接差別」、「関連差別」、「合理的配慮の否定」
という４つの類型の概念をまとめている（表１）。
文部科学省の対応指針第２条第１号では
「不当な差別的取扱い」の基本的な考え方を、
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「関係事業者は、その事業を行うに当たり、障
害を理由として障害者でない者と不当な差別的
取扱いをすることにより，障害者の権利利益を
侵害してはならないこと。」と明文化している。
従って、不当な差別的取扱いとは障害者に対し
て「正当な理由なく、障害を理由として」障害
者の権利利益を侵害することをいい、「国等職
員対応要領（雛形）」によるとその判断におい
ては、正当な理由に相当するか否かに関しても
単に一般的・抽象的な理由に基づいて判断する
のではなく、個別の事案ごとに具体的な状況等
に応じて総合的で客観的に検討を行い判断する
ものとしている。つまり、個別事案ごとに、障
害者、関係事業者、第三者の権利利益の観点か
ら、具体的場面や状況に応じて総合的・客観的
に判断することが必要であるとし、第三者的視
点の判断が重要であると考えられる。
さらに、障害者差別解消法の第３章「行政機
関等及び事業者における障害を理由とする差別
を解消するための措置」の条文では「不当な差
別的取扱い」と「合理的配慮」において行政機
関等（第７条）と事業者（第８条）によって基
本的な考え方が異なっている。つまり、国立大
学と私立大学において「不当な差別的取扱い」
に関しては法律での禁止を明確に定められてい
る。しかし、「合理的配慮」に関しては、第７
条２項で「行政機関等は、その事務又は事業を
行うに当たり、（中略）、社会的障壁の除去の実
施について必要かつ合理的な配慮をしなければ
ならない。」、第８条２項で「事業者は、その事
業を行うに当たり、（中略）、社会的障壁の除去
の実施について必要かつ合理的な配慮をするよ
うに努めなければならない。」となっている。
これに関しては、文部科学省の「障害のある学
生の学修支援に関する検討会（第一回）」にお
いても「表２」のように、障害者差別解消法に
よる義務及び努力義務に関する基本的な考え方
を示されている。学校法人の私立大学において
は、事業における障害者との関係が分野・業種・
場面・状況によって様々であり、求められる配
慮の内容・程度も多種多様であることから、学
校法人においては、主務大臣である文部科学省
が定める対応方針を参考として取り組みを主体
的に進めることが期待されている状況である。
次に、前述した文部科学省の「障害のある学
生の学修支援に関する検討会」の報告から、日
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表１　障害者への差別に関する基本的な考え方
具体的な例概念の具体的内容類型
学生に障害があることを理由に入学を拒否する。障害を理由とする区別、排除、制限等の異なる
取扱いがなされる場合。直接差別
視覚障害のある受験生に対して、皆と同じく紙
と鉛筆での試験だけしか用意されない。
（中途障害者の視覚障害のある受験生は点字を使
えない場合もある）視覚障害のある受験生は全
て点字での試験だけしか用意されない。
外形的には中立の基準、規則、慣行ではあって
もそれが適用されることにより結果的には他者
に比較し不利益が生じる場合。間接差別
あなたが車いすを使っているから大学のイベン
トへの参加に困ると言っているだけで、あなた
に障害があるからという理由ではありませんと
説明された。
障害に関連する事由を理由とする区別、排除、
制限等の異なる取扱いがなされる場合。関連差別
障害があるため授業中に板書やメモを取るのに
時間が掛かるため、講義内容の録音の申出をし
たにも関わらず、正当な理由なく拒否された
障害者に他の者と平等な、権利の行使又は機会
や待遇が確保されるには、その者の必要に応じ
て現状が変更されたり、調整されたりすること
が必要であるにもかかわらず、そのための措置
が講じられない場合。
合理的配慮
の否定
出典：内閣府障害者政策委員会差別禁止部会「障害を理由とする差別の禁止に関する法律」についての差別禁止
部会の意見及び日本学生支援機構主催の平成２７年度全国障害学生支援セミナー「体制整備支援セミナー」
資料を参考に筆者にて作成
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表２　障害者差別解消法による義務及び努力義務
事業者対応方針職員対応要領合理的配慮不当な差別的取扱いの禁止
所掌する分野について
策定義務
（第１１条１項）
義務
（第９条１項）
義務
（第７条２項）
義務
（第７条１項）国
―
（※）
努力義務
（第１０条１項）
義務
（第７条２項）
義務
（第７条１項）地方公共団体
―
（※）
義務
（第９条１項）
義務
（第７条２項）
義務
（第７条１項）国立大学法人
対応方針の対象―努力義務（第８条２項）
義務
（第８条１項）学校法人
※各機関が対応要領を策定する際、例えば、教育分野に携わる職員の対応に関する内容は、文科省が定める対応
方針のうち、教育分野の内容を参照することが想定される。
出典：文部科学省　高等教育機関における障害のある学生支援について「障害のある学生の学修支援に関する検
討会（第一回）」
表３　大学等において提供すべき合理的配慮の考え方
　機会の確保
（基本的な考え方）
障害のある学生が障害を理由に修学を断念することがないよう、修学機会を確保することが重要。
高い教養と専門的能力を培えるよう、教育の質を維持。
受入れに当たっては、障害のない学生と公平に判定するための機会を提供。
受入れ後は、個々の学生の障害の状態・特性等に応じて、学生が得られる機会への平等な参加を保障。
　（学生が得られる機会への平等な参加を保障する配慮）
学生に提供する様々な機会において、障害のある学生が障害のない学生と平等に参加できるよう、合理的配
慮を行う。ただし、教育の本質や評価基準を変えることや他の学生に教育上多大の影響を及ぼすような教育
スケジュールの変更や調整を行うことを求めるものではない。
様々な機会に当たるものとしては、講義や演習などの正課教育、図書館や学生慮等の学生支援関係施設の利
用、大学等が主催する入学・卒業式やオリエンテーションなど教育活動の一環としての学校行事、学生相談
や就職指導・修学指導などの正課外教育、これらの機会に参加するための学内移動やフィールドワーク、教
育実習等における移動及びこれらに密接に関連する入試・履修登録・試験・休講等の各種情報の入手・奨学
金の申請など。
　情報公開
障害のある大学進学希望者や学内の障害のある学生に対し、大学等全体としての受入れ姿勢・方針を示すこ
とが重要。
　決定過程
権利の主体が学生本人にあることを踏まえ、学生本人の要望に基づいた調整を行うことが重要。
　（合理的配慮の合意形成過程）
学生本人の教育的ニーズと意思を把握する際には、障害のため学生が単独で大学等との意思疎通を行うこと
が困難な場合があることなどにも留意。必要に応じ、障害に関する専門家の同席や学内外のリソースや支援
に関する情報を提供するなど、意思表明のプロセスを支援することが重要。
（合理的配慮の決定）
合理的配慮は、学生本人を含む関係者間において、可能な限り合意形成・共通理解を図った上で決定し、提
供されることが望まれる。
合理的配慮の決定過程においては、必要に応じ、学外の専門家等の第三者による意思を参照することも重要。
合理的配慮の決定に当たっては、他の学生との公平性の観点から、学生に対し根拠資料の提出を求め、それ
に基づく配慮の決定を行うことが重要。
　教育方法等
情報保障、コミュニケーション上の配慮、公平な試験、成績評価などにおける配慮の考え方を整理。
　支援体制
大学等全体として専門性のある支援体制の確保に努めることが重要。
　施設・設備
安全かつ円滑に学生生活を送れるよう、バリアフリー化に配慮。
出典：文部科学省「高等教育機関における障害のある学生支援について「障害のある学生の学修支援に関する検
討会（第一回）」」及び独立行政法人日本学生支援機構「教職員のための障害学生学習支援ガイド（平成２６
年度改訂版）」
本学生支援機構は大学等において提供すべき合
理的配慮の考え方を項目別に整理した主な記載
内容について「表３」のようにまとめている。
このように、障害者差別解消法によって大学
等に求められる合理的配慮の範囲においては、
まず、障害のある学生にとって日常生活又は社
会生活を営む上で障壁となるような社会におけ
る事物、制限、慣行、観念その他一切のものを
指すような「社会的障壁の除去」を目指すこと
であることが前提である。さらに、大学等で行
われている事業の目的・内容・機能の本質的な
変更には及ばないことに留意する必要があると
し、大学等における教育の本質の維持を明確に
示している。つまり、障害学生であることを理
由に単位認定や卒業要件などの評価基準を下げ
ることは合理的配慮に当たらないことである。
その教育の本質に相当する代替することが可能
かどうかを障害のある学生の障害特性を踏まえ
て検討することであり、学生本人の要望に基づ
いた調整を行うことである。このようなプロセ
スを踏まえて合理的配慮の合意形成の整合性を
明確にしていくことが重要である。権利の主体
が学生本人にあることが前提であるが、文部科
学省の対応指針（第２の２ウ）において、障
害のため学生が単独で大学等と意思疎通を行う
ことが困難な場合には、障害学生のコミュニケー
ションを支援する者が本人を補佐して行う意思
の表明も含まれており、意思の表明がない場合
であっても、当該障害学生が社会的障壁の除去
を必要としていることが明白である場合には、
法の趣旨に鑑み、当該障害学生に対して適切と
思われる配慮を提案するために建設的対話を働
きかけるなど、自主的な取り組みに努めること
が望ましいとしている。さらに、対応方針の留
意点（第１の４）として、「望ましい」と記載
している内容については、大学等がそれに従わ
ない場合であっても、法に反すると判断される
ことはないが、障害者基本法の基本的な理念及
び法の目的を踏まえ、できるだけ取り組むこと
が望まれることを意味しており、障害者差別解
消法に向けた取組は自主的に取組が行われるこ
とが期待されるが、法に反した取扱いを繰り返
し、自主的な改善を期待することが困難である
場合などは、法第１２条の規定により、文部科学
大臣は大学等に対し、報告を求め、又は助言、
指導若しくは勧告をすることができると示され
ている。こうした文部科学省所管事業分野にお
ける障害を理由とする差別の解消の推進に関す
る対応方針より、私立大学において合理的配慮
が努力義務ではあるが、障害者基本法及び教育
基本法に明記された「合理的な配慮」との整合
性が取れるようになったと考えられる。今回の
障害者差別解消法は、障害者基本法の差別の禁
止の基本原則を具体化するものであり、全ての
国民が障害の有無によって分け隔てられること
なく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共
生する社会の実現に向け、障害者差別の解消を
推進することを目的としており、大学等におけ
る障害学生支援において大きな転換期を迎える
こととなった。
３．大学等における障害学生支援を取り巻く
現状
１）大学等における障害学生の在籍の現状
日本学生支援機構では、２００５年度から「大学、
短期大学及び高等専門学校における障害のある
学生の修学支援に関する実態調査」を実施し、
その結果を公表している。２０１５年度の時点で大
学等の障害学生数は２１,７２１人であり、学生全体
の０.６８％にあたる。２００６年度以降１０年間増え続
けており、２０１５年度の障害学生数は２００６年度の
４.４倍に達している（図１、以下、図の年度は実
態調査の報告書の公表年度である）。
障害種別の在籍数では、２０１５年度に最も多い
順に「病弱・虚弱」の６,４６２人（２９.８％）、「精神
障害」の５,８８９人（２７.１％）、「発達障害（診断書
有）」の３４４２人（１５.８％）、「肢体不自由」の２,５４６
人（１１.７％）、「聴 覚・言 語 障 害」の１,７３７人
（８.０％）、「視覚障害」の７５５人（３.５％）、「その
他」の５１６人（２.４％）、「重複」の３７４人（１.７％）
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となっている。特に上位の「病弱・虚弱」と２０１４
年度までその他に含まれていた「精神障害」の
増加が顕著であり、「発達障害」は２００６年度以
降一定水準で増加傾向を示している（図２）。
２）大学等における障害学生への支援体制の現状
大学等における障害などを理由で特別措置を
受けた受験者数は、２００６年度の１７１０人から２０１５
年度の３００１人で１０年間１.７５倍となっている。こ
れに対し合格者数は、２００６年度の８２９人から２０１５
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図１　全国の大学等における障害学生在籍数及び障害学生在籍率の推移
（日本学生支援機構ホームページ　障害のある学生の修学支援に関する実態調査に基づき筆者作成）
＊２０１５年度より、障害種別の区分に「精神障害」を設けており、２０１４年度までの「その他」の区分には「精神障害」が含まれる。
図２　全国の大学等における障害学生在籍数（障害種別内訳）
（日本学生支援機構ホームページ　障害のある学生の修学支援に関する実態調査に基づき筆者作成）
年度の１,１８５人の１０年間で１.４２倍となっており、
そのうち入学者は、２００６年度の６７７人から２０１５
年度の８４４人の１０年間で１.２４倍となっている（図
３）。
このような大学等における障害学生の在籍数
と障害学生への特別措置実施数の増加には、障
害者差別解消法の施行に向けて文部科学省が障
害のある学生への合理的配慮の考え方を明確に
示し、特に２０１１年度より大学入試センター試験
においても発達障害学生への合理的配慮を適用
したことにより、各大学等においても障害学生
への支援体制の整備や受け入れ体制が具体的に
進んだと考えられる。
さらに、大学等に在籍中の障害学生への支援
体制については、２００６年度から２０１５年度の日本
学生支援機構実態調査に回答した大学等のうち
授業支援を実施していると回答した学校数及び
授業支援実施率（図４）をみると、２００６年度の
実態調査回答校（１,１６７校）のうち、授業支援実
施校は３９７校で授業支援実施率が３４.０％であった
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図３　全国の大学等における特別措置実施数の推移
（日本学生支援機構ホームページ　障害のある学生の修学支援に関する実態調査に基づき筆者作成）
＊授業支援実施率＝（授業支援実施校数÷実態調査回答校数）×１００（％）
図４　全国の大学等における障害学生在籍数及び障害学生在籍率の推移
（日本学生支援機構ホームページ　障害のある学生の修学支援に関する実態調査に基づき筆者作成）
が、２０１５年度は実態調査回答校（１,１８２校）のう
ち、授業支援実施校は６８６校で授業支援実施率
が５８.０％となっており、１０年間で２４％の増加と
なった。しかし、日本学生支援機構の「大学、
短期大学及び高等専門学校における障害のある
学生の修学支援に関する実態調査分析報告（２００５
年度～２０１３年度、第２章）」によると、２０１０年
度から２０１３年度において５０％前後の推移を維持
してあることについては、障害学生支援の広が
りを背景に授業支援は必要としないが個別相談・
支援等を必要とする障害学生（発達障害のある
学生等）の把握が進んだとことがその要因であ
ると述べている。しかし、２０１４年度の国連障害
者権利条約への批准や２０１６年度の障害者差別解
消法の施行などを背景に更なる授業支援ニーズ
の期待が高まったことから、２０１５年度には大幅
な増加率に転じていると考えられる。
さらに、２０１５年度の学生支援機構の実態調査
において、障害学生に対する授業支援（２８区分）
及び授業以外支援（１９区分）における実施率が
高い上位１０の項目をまとめて示す（表４、表５）。
大学等で主に行われている授業支援内容では、
「教室内座席配慮」が６０.６％で多くの大学等にお
いて実施されており、授業以外の支援実施では、
「専門家によるカウンセリング」が６２.４％で最も
多かった。特に、授業以外の支援内容からは、
「専門家によるカウンセリング」、「休憩室・治
療室の確保等」、「医療機関との連携」といった
保健管理・生活支援での支援が多く実施されて
いる。
４．本学における障害学生支援の現状
本学における障害学生支援の現状については、
２０１５年度長崎国際大学学長裁量経費採択プロジェ
クト「大学における学生支援のための体制構築
及び支援プログラム」の一環として作成した
「学生サポートブック～教職員ができるサポー
ト～第１号【授業編】」に記載された内容を引
用して述べていく。
　本学の教育課程の特色と学生支援
本学は、人間尊重を基本理念によりよい人間
関係とホスピタリティの探求・実現、並びに文
化と健康を大切にする社会の建設に貢献する教
育と研究という建学理念のもと、３
　 学部４学科
（人間社会学部国際観光学科・社会福祉学科、
健康管理学部健康栄養学科、薬学部薬学科）と
３研究科５専攻（人間社会学研究科観光学専攻・
社会福祉学専攻・地域マネジメント専攻、健康
管理学研究科健康栄養学専攻、薬学研究科医療
薬学専攻）で構成されている。特に学部教育に
おいては、各学科に入学から卒業まで一貫した
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表５　授業以外の実施内容表４　授業支援実内容
実施率授業以外の支援実施内容順位実施率授業支援実施内容順位
６２.４％専門家によるカウンセリング１６０.６％教室内座席配慮１
４０.９％休憩室・治療室の確保等２５６.９％配慮依頼文書の配布２
３８.３％対人関係配慮３４４.６％実技・実習配慮３
３７.３％医療機関との連携４３７.２％出席に関する配慮４
３６.５％居場所の確保５３２.４％試験時間延長・別室受験５
３５.７％就職支援情報の提供、支援機関の紹介６３０.８％履修支援６
３３.４％通学支援７３０.５％使用教室配慮７
３２.５％障害学生向け求人情報の提供８３０.５％専用机・イス・スペース確保７
３１.７％自己管理指導９２８.１％注意事項等文書伝達９
２９.４％キャリア教育１０２７.６％講義に関する配慮１０
出典：日本学生支援機構ホームページ「平成２７年度（２０１５年度）大学、短期大学及び高等専門学校における障
害のある学生の学習支援に関する実態調査結果報告書」に基づき「表４」、「表５」を筆者作成
ポリシーに基づいてカリキュラムが設定されて
いる。全学的に１年次は全学共通科目を中心に
幅広く学びと教養セミナーでの少人数クラス授
業を通して大学生活導入期に必要な教育やサポー
トをきめ細かく行っている。また、２　 年次以降
卒業年次までは各学部学科の国家資格取得及び
教員免許取得に向けた専門科目や実習を通して
様々な専門知識や技術を身につけた地域社会で
中核的に活躍できる人材育成を目指している。
以上より、本学の教育課程を踏まえて学生が
求めている大学生活・修学ニーズに対する本学
のサポート体制の一つとして、２０１５年度よりキャ
ンパスライフ・ヘルスサポートセンター（以下 
CH サポートセンター）が開設された。同セン
ターの学生相談室（２００２年の開設）では、２０１１
年 度 よ り 毎 年 新 学 期 に「心 の 健 康 調 査
（University Personality Inventory：以下 
UPI）」を全学年の学生を対象に実施し、大学で
の修学上の様々な問題の早期発見とサポートの
ためのスクリーニングを行っている。また、２０１５
年度のセンター開設に伴い学生生活サポート室
を新設し、各学部学科教員によるサポートを実
施している。
 
　UPI スクリーニングと学生相談室利用状況
について
本学の全学生において実施する UPI スクリー
ニングテストと学生相談室利用状況（図５）を
みると、「UPI スクリーニング対象学生数」が２０１２
年度の１１.７％をピークに毎年減少傾向となり、
２０１５年度には８.６％まで減少した。しかしなが
ら、学生相談室利用学生実人数の推移の結果と
は関係なく、２０１２年度以降学生相談室延べ利用
回数が増加していることから、学生相談室利用
学生の継続面談が増加していると考えられる。
さらに、学生相談室での相談内容の内訳（図６）
から、「１．修学」から「１０．その他（主に UPI 
スクリーニング面接）」の項目のうち、「１．修
学、２　 ．対人関係、３　 ．身体健康」に関するも
のが多く、発達障害の項目を新たに加えた２０１３
年度以降、発達障害を主訴・副訴とした相談内
容も増加している状況である。
　本学の障害学生の現状と障害学生支援に関
する学内 FD・SD の取組
発達障害のある学生のみならず、様々な障害
のある学生に対する配慮や支援に関しては、障
害者差別解消法の施行に伴い合理的配慮の提供
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図５　本学における UPI スクリーニングと学生相談室利用状況
（長崎国際大学「学生サポートブック第１号【授業編】」に基づき筆者作成）
が本学においても努力義務として求められるよ
うになった。本学の障害学生の現状としては、
２０１５年度（４月）の２,００１人の在籍学生数に対
し、障害及び特定疾患罹患を自己申告した学生
の在籍率が０.８９％となっており、全国平均の
０.４４％（２０１４年度在籍率；２０１５年度日本学生支
援機構報告）に比べて２倍となっている。
このような現状の中、障害学生に対する支援
大学の教職員のサポートも必要不可欠である。
２０１５年度の学内における障害学生に関する FD・
SD として、本学の教職員を対象に「何らかの
障害（発達障がいを含む）を持っている、もし
くは持っているのではないかと思われる学生
（以下：配慮が必要な学生）」との関わりについ
てのアンケート調査を２回実施した。その第１
回目の結果（回答者；１５１人）からは、「配慮が
必要な学生」と関わったことがあると回答した
教職員が１２２人（８１％）であり、その１２２人のう
ち、対応と判断の際に難しいと感じたことがあ
る教職員が１０４人（８５％）であった（図７）。ま
た、第２回目の結果（回答者；１０３人）からは、
「配慮が必要な学生」との関わり頻度の推移に
関する質問において、「前回に比べて増えた」
が５４人（５２％）、「前回と変わらない」が４６人
（４５％）であり（図８）、「前回に比べて増えた」
と回答した５４名が「対応と判断の難しさ」にお
いては「より難しく感じる」と回答した教職員
が２６人（５２％）、「変わらない」が２２人（４５％）
であった（図９）。「より難しく感じる」と難し
さは「変わらない」の両方を合わせると９７％で
いずれも「配慮が必要な学生」との関わりに対
する難しさを多くの教員が感じている結果となっ
た。
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図６　本学の学生相談室における相談内容の内訳
（長崎国際大学「学生サポートブック第１号【授業編】」に基づき筆者作成）
図７　配慮が必要な学生との関わりのある教職員
（長崎国際大学「学生サポートブック第１号【授業編】」
に基づき筆者作成）
さらに、２０１５年度６月と１１月に障害学生支援
に関する FD・SD の実施後行われた、２　 回のア
ンケート調査において、教職員の対応や判断が
難しいと感じる場面の割合を「図１０」に示した。
その結果からは、配慮が必要な学生の「１．特
性の理解」が最も割合が高く、「授業場面」、「大
学生活場面」、「授業などの評価」、「就職活動」、
「履修登録」の順になっている。自由記述では、
「他の学生との関わり」などのゼミ活動での他
の学生への説明や関わりについて難しさを感じ
ていることが多く記載されていた。一方で、本
学の教職員が「配慮が必要な学生」と多く関わっ
ていることが明らかになり、学生との関わりの
中で難しさを感じながらも様々な工夫をされて
いると考えられた。
　本学における障害学生の支援体制
本学における障害学生の支援体制は、CH サポー
トセンターにおいて、保健室の常勤専門職員１
人（CH サポートセンターコーディネーター兼
任）、非常勤のキャンパスソーシャルワーカー１
人、事務パート１人で運営されている。また、
学生相談室では非常勤カウンセラー４人で週４
日開室し、心理相談、こころの健康調査（UPI）・
NIU ランチアワー（居場所づくり活動、週１回
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図８　配慮が必要な学生との関わり頻度の推移
（長崎国際大学「学生サポートブック第１号【授業編】」
に基づき筆者作成）
図９　教員の対応と判断の難しさの推移
（長崎国際大学「学生サポートブック第１号【授業編】」
に基づき筆者作成）
図１０　教職員の対応や判断が難しい場面
（長崎国際大学「学生サポートブック第１号【授業編】」に基づき筆者作成）
開催）などの支援を行っている。さらに、学生
生活サポート室では、各学部学科より半期単位
で９名の教員が室員として月曜日から金曜日
（１２：２０～１３：００、１６：３０～１７：２０時間帯開室、
水曜日の午後のみ大学院生が対応）まで学生の
相談を受けている。主に、学業面・大学生活面・
対人関係（コミュニケーションのサポート）の
相談や誰に相談すれば分からない場合などに利
用できる。CH サポートセンター内の各室をは
じめ、学内の学部学科及び事務局など各窓口と
の連携調整を CH サポートセンターコーディ
ネーターが行い、事案によっては関係者を集め
カンファレンスを開催する。また、２０１６年に新
たに配属したキャンパスソーシャルワーカーは、
学内外との連携・調整などをはじめ、支援を必
要とする学生の生活基盤を安定させるための支
援プランの調整などを行う。
しかし、本学の障害学生の支援においては、
各学部学科及び担当部署と CH サポートセンター
との連携を通して行っているものの、学部学科
によっては支援内容や担当部署が異なることが
ある。２０１６年度に実施している支援内容及び体
制をまとめて示す（表６）。
障害学生の支援においては、大学入学を希望
する受験生も含め、入学前の段階から入学直後
の支援を充実させ、在学中においては、障害学
生個々の配慮事項に沿った支援の実施を目指し
ている。また、学内のバリアフリー化において
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表６　本学における障害学生の支援内容
大学入学希望者及び受験者への支援
・オープンキャンパスなどで入学に関する相談窓口設置する。
・相談希望がある場合は、志望学科長や関係教職員で相談に対応する。
・大学受験の入学試験における特別措置は大学センター試験に準じる対応をする。
入学合格学生への入学前支援
・入学前保健調査票を基に保健室より個別の支援内容をヒアリングを行う。
・支援内容を確認し、必要に応じて個別相談を実施する。
・配慮申請がある学生に対して、支援内容を確認した上で、情報提供の同意を得る。
・出身高校と連携を取り、障害学生の受け入れ体制や学内整備の検討を行う。
・所属学科長、CH サポートセンター運営委員、セミナー担当教員との情報を共有する。
・入学式及びオリエンテーションの資料に対する、個別資料作成及び事前確認を行う。
在学中の支援
・CH サポートセンターより、配慮事項などの情報提供を履修科目担当教員（非常勤講師を含む）及び事務局職
員への情報提供を行い、配慮事項を依頼する。
【支援担当区分】【配慮事項の具体的な例】
▲◇①教材・資料などの拡大印刷及びデータ化を提供
◇②講義内容の録音・板書の写真撮影の許可
▲◇③履修登録の支援
◆▲④教室など学内での移動支援
◆⑤ノートテイカーによる授業での支援
△▲◇⑥課題・レポートの書き方・提出の仕方などの支援
△▲⑦学修支援
※支援担当区分
　◇該当学生の履修科目及びゼミ担当教員
　◆CH サポートセンター及び学生生活サポート室
　△本学国際観光学科ピアサポーターセンター登録学生
　▲本学社会福祉学科スチューデントアシスタント制度登録学生
卒業に向けての支援
・卒業論文などの支援を行う。
・キャリアセンターとの連携を通して、就職活動支援を行う。
　（ハローワーク・地域の障害者支援センターとの連携など）
出典：長崎国際大学「学生サポートブック第１号【授業編】」に基づき筆者作成
は、全ての教室への車イスでのアクセスが可能
であり、視覚障害のための点字ブロック、図書
館での回覧のための拡大鏡機材の設置などが進
んでいる。なお、２０１６年度４月に施行された障
害者差別解消法を見据えて、２０１５年度長崎国際
大学学長裁量経費採択プロジェクト「大学にお
ける学生支援のための体制構築及び支援プログ
ラム」の一環として２０１５年度に障害学生の支援
及び差別解消の推進を図るため、教職員に対し
全学 FD・SD を計４回実施した。また、同プロ
ジェクトの取り組みとして、障害学生と普段か
ら接している教職員の対応において役立てるた
めに、２０１６年３月には長崎国際大学「学生サポー
トブック～教職員ができるサポート～第１号
【授業編】」を発行した。こうした取り組みの中、
２０１５年度から学内において「九州文化学園長崎
国際大学における障がいを理由とする差別の解
消の推進に関する教職員対応要領及び留意事項」
が検討され、２０１６年度１１月から施行となり、全
学的に取り組むための支援体制が強化されたと
考えられる。
Ⅳ．お わ り に
本稿では、障害者差別解消法の施行に伴う本
学における障害学生の支援の現状とその取り組
みを検討するため、障害学生の支援に関する法
制度の変遷について整理することができた。そ
れらの法制度の動向の背景には、２００６年に国連
総会にて採択された「障害者権利条約」が大き
く影響し、障害学生の社会参加の困難さの原因
を個人の機能障害ではなく、社会的障壁の方に
あるという考え方に基づくモデルである「障害
の社会モデル」へ転換されたことで、大学等に
おける発達障害のある学生への支援が注目され
るようになった。大学等への障害学生の在籍数
の増加の中、発達障害のある学生の増加に伴い、
発達障害のある学生が示す困難に対する理解と
支援が課題として浮き彫りになったと考えられ
る。上述したように、本学のアンケート調査に
おいても、教職員の対応や判断の難しい場面の
うち、障害学生の「特性の理解」が最も多くなっ
ていることから、個々の発達障害学生の個別的
な配慮及び支援に対し、より明確に示していく
必要があることが明らかになったと考えられる。
今後は、２０１６年度発行した学生サポートブック
内容の改善に努め、より具体的な配慮及び支援
場面を示しながら、障害者差別解消法における
合理的配慮の理解を求めていく必要があるだろ
う。
さらに、本学の障害学生支援の現状において
は、入学前の段階から卒業まで切れ目のない支
援が行われていると考えられるが、支援が必要
とする学生の増加と法律の施行と伴う支援ニー
ズが高まったことから支援体制の一本化と支援
部署の人員配置の強化が重要な課題であると考
えられる。
注）近年、「障害」という言葉の表記に関しては、
「障がい」、「障害」、「障碍」等、様々な表記で
議論されており、本学においては法律用語など
の固有名詞以外では「障がい」という表記をす
ることとなっているが、本稿では法律関係の内
容が多いことから、「障害」という漢字表記を
使用することにした。
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